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処分基準（不利益処分関係） 

 

(変更) 

担当課 保健福祉課 検索番号 １－２ 

法令名 生活保護法 根拠条項 ２６ 

不利益処分 保護の停止及び廃止 

（根拠規定） 

生活保護法第２６条 

保護の実施機関は、被保護者が保護を必要としなくなつたときは、すみやかに、保護の停止

又は廃止を決定し、書面をもつて、これを被保護者に通知しなければならない保護の実施機関

は、被保護者が保護を必要としなくなつたときは、すみやかに、保護の停止又は廃止を決定し、

書面をもつて、これを被保護者に通知しなければならない。第二十八条第四項又は第六十二条

第三項の規定により保護の停止又は廃止をするときも、同様とする。 

 

（処分基準） 

・生活保護法による保護の実施要領の取扱いについて  

 (昭和38年4月1日社保第34号厚生省社会局保護課長通知) 

第10の12 

1 保護を停止すべき場合 

  (1) 当該世帯における臨時的な収入の増加、最低生活費の減少等により、一時的に保護を必

要としなくなった場合であって、以後において見込まれるその世帯の最低生活費及び収入

の状況から判断して、おおむね6か月以内に再び保護を要する状態になることが予想され

るとき。 

     なお、この場合には、以後において見込まれる当該世帯の最低生活費及び収入充当額に

基づき、停止期間(原則として日を単位とする。)をあらかじめ定めること。 

  (2) 当該世帯における定期収入の恒常的な増加、最低生活費の恒常的な減少等により、一応

保護を要しなくなったと認められるがその状態が今後継続することについて、なお確実性

を欠くため、若干期間その世帯の生活状況の経過を観察する必要があるとき。 

2 保護を廃止すべき場合 

  (1) 当該世帯における定期収入の恒常的な増加、最低生活費の恒常的な減少等により、以後

特別な事由が生じないかぎり、保護を再開する必要がないと認められるとき。 

  (2) 当該世帯における収入の臨時的な増加、最低生活費の臨時的な減少等により、以後おお

むね6か月を超えて保護を要しない状態が継続すると認められるとき。 

    なお、以上の場合における保護の停止又は廃止は保護を要しなくなった日から行なうこと

を原則とする。ただし、当該保護を要しなくなった日の属する月が、保護の停止又は廃止

を決定した日の属する月の前々月以前であるときは、保護を要しなくなった日まで遡及し

て保護の停廃止を行なうことなく、保護を要しなくなった日から前々月までの間にかかる

保護の費用について、法第63条又は法第78条の規定により費用を徴収することとし、前

月の初日をもって保護の停廃止を行なうこと。 
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